
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年７月29日

【四半期会計期間】 第11期第１四半期（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

【会社名】 ソーシャルワイヤー株式会社

【英訳名】 SOCIALWIRE CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　矢田　峰之

【本店の所在の場所】 東京都新宿区新宿二丁目３番10号新宿御苑ビル５階

【電話番号】 03-5363-4880（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役社長室長　　藤原　直美

【最寄りの連絡場所】 東京都新宿区新宿二丁目３番10号新宿御苑ビル５階

【電話番号】 03-5363-4880（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役社長室長　　藤原　直美

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

ソーシャルワイヤー株式会社(E31955)

四半期報告書

 1/18



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第11期
第１四半期
連結累計期間

第10期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

売上高 （千円） 569,697 1,953,978

経常利益 （千円） 36,818 209,853

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 12,372 146,965

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 2,799 132,323

純資産額 （千円） 808,211 806,135

総資産額 （千円） 1,940,156 1,836,154

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 4.67 60.64

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 4.15 52.16

自己資本比率 （％） 40.2 43.1

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、第10期第１四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第10期第１

四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

４．当社は、平成27年８月14日開催の取締役会決議により、平成27年９月５日付で普通株式１株につき100株の

株式分割を行っておりますが、第10期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益金

額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

５．当社株式は、平成27年12月24日付で東京証券取引所マザーズに上場しているため、第10期の潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額は、新規上場日から第10期連結会計年度末までの平均株価を期中平均株価とみな

して算定しております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。

　また、当第１四半期連結会計期間において、当社がトランスマート株式会社を子会社化したことに伴い、同社を連

結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

　なお、当社は、前第１四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期連

結累計期間との比較分析は行っておりません。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、緩やかな回復基調で推移しておりましたが、イギリスの国民投

票によるＥＵ離脱決定に端を発した世界的な金融不安の高まりや急激な円高傾向等により、先行きに対する不透明

感が払拭しきれない状況にあります。

　このような市場環境のもと、当社グループは「アジアBPOプラットフォームの構築」をビジョンとし、既存事業

の拡大・売上高の最大化に注力し足元の業績を成長させてまいりました。また、新規事業としてクラウドソーシン

グ形式による翻訳事業・マッチング事業を運営するトランスマート株式会社を子会社化し、新たな事業の主軸にす

べく積極的に取り組んでおります。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高は569,697千円、営業利益44,549千円、経常利益36,818

千円、親会社株主に帰属する四半期純利益12,372千円となりました。なお、当第１四半期連結累計期間にフラン

チャイズ企業との協業体制の一環として設備投資等の資金貸付の一部について回収可能性を検討した結果、貸倒引

当金繰入額13,744千円を特別損失として計上しております。

　各セグメント別の業績は、以下のとおりです。なお、以下の数値はセグメント間の取引消去後となっておりま

す。

 

（ニュースワイヤー事業）

　ニュースワイヤー事業は、企業や官公庁・団体等に対して、製品やサービス、事業等に関するプレスリリース

文書の校正や配信メディアの選定から、リリース配信、掲載結果の調査・報告を実施しております。

　プレスリリース配信代行サービス「＠Press」については従量配信数の増加（前年同期比19.5％増）、単価に

ついては微減いたしました。メディアクリッピングサービス「＠クリッピング」については案件数は横ばい（前

年同期比0.2％増）、単価については微増いたしました。

　この結果、ニュースワイヤー事業の売上高は272,968千円となり、セグメント利益は62,979千円となりまし

た。

 

（インキュベーション事業）

　インキュベーション事業は、アジア７ヶ国（新宿２拠点、六本木、青山、シンガポール、インドネシア（※）、

インド、ベトナム、フィリピン、タイ）でレンタルオフィス「CROSSCOOP」を運営しております。

　国内拠点については既存拠点の累積稼働席数が大幅に増加（前年同期比30.3％増）し、単価については増加い

たしました。海外拠点については既存拠点の累積稼働席数が微減（前年同期比3.6％減）し、単価については減

少いたしました。

　この結果、インキュベーション事業の売上高は246,998千円となり、セグメント利益は28,480千円となりまし

た。
（※）インドネシアはフランチャイズによる運営です。

 

（その他）

　各報告セグメントに属さないトランスマート株式会社の翻訳事業・マッチング事業については新規事業として

取り組んでおり、現状は「その他」の区分としております。

　当第１四半期連結累計期間については、すでにアジアに進出するCROSSCOOP拠点とトランスマート株式会社を

あわせたアジア７か国において多言語翻訳サービスの受付業務を開始するなど営業網拡大に努めてまいりまし

た。

　この結果、その他の売上高は49,729千円となり、セグメント損失は449千円となりました。
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(2) 財政状態の分析

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における資産の額は1,940,156千円と、前連結会計年度末に比べ104,002千円の増

加となりました。資産の増加の主な原因は、受取手形及び売掛金が34,896千円増加、のれんが34,469千円増加、

差入保証金が24,743千円増加したことによるものであります。

 

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における負債の額は1,131,945千円と、前連結会計年度末に比べ101,926千円の増

加となりました。負債の増加の主な原因は、前受金が41,828千円増加、長期借入金が30,916千円増加したことに

よるものであります。

 

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産の額は808,211千円と、前連結会計年度末に比べ2,075千円の増加

となりました。純資産の増加の主な原因は、新株予約権の行使により資本金及び資本剰余金がそれぞれ11,625千

円増加すると共に、親会社株主に帰属する四半期純利益が12,372千円計上されたことによるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題に重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,800,000

計 8,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年７月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,715,600 2,715,600
東京証券取引所

マザーズ

単元株式数

100株

計 2,715,600 2,715,600 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成28年７月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は次のとおりであります。

①　第６回新株予約権

決議年月日 平成28年６月13日

新株予約権の数（個） 106

新株予約権自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 10,600（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,619

新株予約権の行使期間
自　平成30年６月１日

至　平成36年６月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　1,675

資本金組入額　837.5

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による本新株予約権の取得については、当社

取締役会の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３

（注）１．新株予約権の目的たる株式の種類及び数又はその算定方法

　普通株式　10,600株

　本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式100

株とする。

　なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以

下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本

新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調

整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率
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　また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これら

の場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるも

のとする。

 

募集新株予約権の払込金額若しくはその算定方法又は払込を要しないとする旨

　本新株予約権１個あたりの発行価額は、金5,600円とする。

 

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

　本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

　行使価額は、金1,619円とする。

　なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を

調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（または併合）の比率

 

　また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株

式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己

株式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

る。

 

    既発行

株式数
＋

新規発行

株式数
＋

１株あたり

払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

新規発行前の１株あたりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

 

　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新

規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

　さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その

他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の

調整を行うことができるものとする。

 

２．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、平成29年３月期乃至平成32年３月期のいずれか連続する２期において、経常利益の累

計額が600百万円を超過した場合に、割当てを受けた本新株予約権を行使することができる。ただし、

平成29年３月期乃至平成32年３月期の経常利益が一度でも209百万円を下回った場合には、本新株予約

権を行使することはできない。なお、上記における経常利益の判定においては、当社の有価証券報告書

に記載される連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合は損益計算書）における経常利益

を参照するものとし、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場

合には、別途参照すべき指標を取締役会で定めるものとする。

②　新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役また

は従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取

締役会が認めた場合は、この限りではない。

③　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

④　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することと

なるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑤　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

 

３．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移

転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に

新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。た
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だし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日

（注）

93,000 2,715,600 11,625 300,935 11,625 242,935

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　　2,715,600 27,156 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 2,715,600 － －

総株主の議決権 － 27,156 －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

　なお、当社は第１四半期の業績開示を当連結会計年度より行っているため、前年同四半期との比較情報は記載して

おりません。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 520,871 538,120

受取手形及び売掛金 127,354 162,250

その他 120,900 127,518

貸倒引当金 △3,842 △5,106

流動資産合計 765,283 822,783

固定資産   

有形固定資産   

建物 468,832 483,076

工具、器具及び備品 154,252 163,036

その他 10,071 8,787

減価償却累計額 △192,818 △217,289

有形固定資産合計 440,337 437,610

無形固定資産   

のれん 16,211 50,680

ソフトウエア 120,721 112,834

その他 66,223 81,037

無形固定資産合計 203,156 244,552

投資その他の資産   

差入保証金 356,225 380,968

その他 71,151 80,110

貸倒引当金 － △25,869

投資その他の資産合計 427,377 435,209

固定資産合計 1,070,870 1,117,372

資産合計 1,836,154 1,940,156
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

流動負債   

1年内償還予定の社債 20,000 20,000

1年内返済予定の長期借入金 130,020 146,016

未払金 111,139 134,180

未払法人税等 38,471 13,978

前受金 268,923 310,751

その他 126,675 132,808

流動負債合計 695,229 757,734

固定負債   

長期借入金 303,367 334,283

資産除去債務 27,665 36,262

その他 3,756 3,665

固定負債合計 334,789 374,211

負債合計 1,030,018 1,131,945

純資産の部   

株主資本   

資本金 289,310 300,935

資本剰余金 231,310 242,935

利益剰余金 241,687 214,720

株主資本合計 762,307 758,590

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 30,698 21,821

その他の包括利益累計額合計 30,698 21,821

新株予約権 － 593

非支配株主持分 13,130 27,205

純資産合計 806,135 808,211

負債純資産合計 1,836,154 1,940,156
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 569,697

売上原価 264,644

売上総利益 305,053

販売費及び一般管理費 260,504

営業利益 44,549

営業外収益  

受取利息 313

その他 290

営業外収益合計 603

営業外費用  

支払利息 1,854

為替差損 5,929

その他 551

営業外費用合計 8,334

経常利益 36,818

特別利益  

負ののれん発生益 2,760

特別利益合計 2,760

特別損失  

貸倒引当金繰入額 13,744

特別損失合計 13,744

税金等調整前四半期純利益 25,834

法人税、住民税及び事業税 8,722

法人税等調整額 4,661

法人税等合計 13,384

四半期純利益 12,449

非支配株主に帰属する四半期純利益 77

親会社株主に帰属する四半期純利益 12,372

 

EDINET提出書類

ソーシャルワイヤー株式会社(E31955)

四半期報告書

11/18



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益 12,449

その他の包括利益  

為替換算調整勘定 △9,650

その他の包括利益合計 △9,650

四半期包括利益 2,799

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 3,495

非支配株主に係る四半期包括利益 △695
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

　当第１四半期連結会計期間より、トランスマート株式会社の株式取得を行い、子会社としたため、同社を連結

の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響は軽微で

あります。

 

（追加情報）

　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第

１四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれんの償却額及び負の

のれん発生益は、次のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

減価償却費 29,064千円

のれんの償却額 2,476

負ののれん発生益 2,760

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当金

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月27日

定時株主総会
普通株式 39,339 15 平成28年３月31日 平成28年５月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結損益

計算書計上額　

（注）３ 
ニュースワイヤー

事業

インキュベーション

事業
計

売上高        

外部顧客への

売上高
272,968 246,998 519,967 49,729 569,697 － 569,697

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － － 211 211 △211 －

計 272,968 246,998 519,967 49,941 569,908 △211 569,697

セグメント利益

又は損失（△）
62,979 28,480 91,459 △449 91,010 △46,461 44,549

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、新規事業として取り組んでいる

翻訳事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△46,461千円は、主に報告セグメントに帰属していない一般管理費

等の全社費用であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

（株式取得によるトランスマート株式会社の子会社化）

　当社は、平成28年３月11日開催の取締役会において、トランスマート株式会社の株式取得を決議し、平成28

年４月８日に既存株主からトランスマート株式会社の株式を取得いたしました。なお、この株式取得により、

トランスマート株式会社は当社の連結子会社となりました。

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容

①　被取得企業の名称　　トランスマート株式会社

②　事業内容　　　　　　翻訳事業

(2) 　企業結合を行った主な理由

　トランスマート株式会社は、現在2,000名を超える翻訳者をネットワーク化し、クラウドソーシング

形式による翻訳事業・マッチング事業を運営しており、高品質な翻訳者スコアリングによる長年の運営

ノウハウは、「アジア BPO プラットフォーム」となるべく、アジアで活躍する企業のために、グロー

バルなビジネス環境を構築していくという当社の戦略性と、同社の成長戦略が合致いたしました。

(3) 　企業結合日　　　　　　平成28年４月１日

(4) 　企業結合の法的形式　　現金を対価とした株式取得

(5) 　結合後企業の名称　　　変更はありません。

(6) 　取得した議決権比率　　84.4％

(7) 　取得企業を決定するに至った主な根拠

　当社が現金を対価として、株式取得により議決権比率の84.4％を獲得したことによります。

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成28年４月１日から平成28年６月30日

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　現金　　　65,138千円

取得原価　　　　　　　　　65,138千円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額　　36,945千円

(2) 発生原因　　　　　　　　主として海外におけるレンタルオフィス事業とのシナジー効果によって期待

される超過収益力であります。

(3) 償却方法および償却期間　８年間にわたる均等償却
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 4円67銭

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 12,372

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
12,372

普通株式の期中平均株式数（株） 2,644,061

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 4円15銭

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) －

普通株式増加数(株) 332,396

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年７月28日

ソーシャルワイヤー株式会社

取締役会 御中

 

有限責任監査法人 ト　ー　マ　ツ
 

 

 
指定有限責任社員
 
業務執行社員
 

 公認会計士 沼田　敦士　　印

 

 

 
指定有限責任社員
 
業務執行社員
 

 公認会計士 加藤　博久　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているソーシャルワ

イヤー株式会社の平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２

８年４月１日から平成２８年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２８年４月１日から平成２８年６月３

０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ソーシャルワイヤー株式会社及び連結子会社の平成２８年６月３０日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの監査対象には含まれません。
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